
当資料のお取り扱いにおけるご注意
■当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和投資信託により作成されたものです。■当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社より
お渡しする「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。■投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しますので、基
準価額は大きく変動します。したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではありません。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯金とは異なります。■投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。証
券会社以外でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。■当資料は、信頼できると考えられる情報源から作成していますが、その正確
性・完全性を保証するものではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。また、税金、手数料等を
考慮していませんので、投資者のみなさまの実質的な投資成果を示すものではありません。■当資料の中で記載されている内容、数値、図表、意見等は資料作成時
点のものであり、今後予告なく変更されることがあります。■当資料の中で個別企業名が記載されている場合、それらはあくまでも参考のために掲載したものであり、各
企業の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み入れることを、示唆・保証するものではありません。■分配金は、収益分配方針に基づいて委
託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するものではありません。分配金が支払われない場合もあります。
販売会社等についてのお問い合わせ⇒ 大和投資信託 フリーダイヤル0120-106212 （営業日の9:00～17:00 ） HP https://www.daiwa-am.co.jp/
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ダイワファンドラップ ヘッジファンドセレクト
年初来の基準価額の下落と今後の見通し
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2018年12月25日

平素はダイワファンドラップをご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。
ダイワファンドラップ ヘッジファンドセレクトの基準価額は、2018年初来（〜12月21日）で5.0％下落しました。

この間の投資環境と、今後の⾒通しをお伝え致します。

１．足元までの市場環境および運用状況

当資料は株式会社 大和ファンド・コンサルティング（以下、DFC）のコメントを基に大和投資信託が作成したものです。
現時点での投資判断を示したものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものではありません。

代表的なヘッジファンド指数であるEurekahedge UCITS Hedge Fund Index（ユーリカヘッジ・ユーシッツ・
ヘッジファンド・インデックス）※1は、2016年2月から2018年1月までは総じて堅調に推移していましたが、2月に入る
と⽶国の⾦利上昇等を嫌気して投資家のリスク回避の動きが強まり、下落に転じました（下記グラフ参照）。その
後も、⽶中貿易摩擦への懸念に加えて、イタリアにおける政情不安や財政問題をめぐるEU（欧州連合）との対⽴、
一部の新興国をめぐる不安の台頭、将来の企業業績に対する警戒感の高まりなどから軟調な展開が続き、ファンダ
メンタルズ（国や企業の経済活動状況を示す基礎的な要因）に基づく投資判断が奏功しにくい環境となりました。

ヘッジファンド指数※1の過去5年間の推移

※1 Eurekahedge UCITS Hedge Fund Indexとは、代表的なヘッジファンド指数のひとつであり、情報開示や投資規制等に一定の基準を設
けた「UCITSに関する欧州委員会指令」に準拠したファンドで構成されます。

（出所：ブルームバーグデータに基づきDFCが作成）

(期間：2013年11月末〜2018年11月末)

2013年11月末を100として指数化
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2. 今後の市場環境⾒通しおよび運用⽅針

今後の運用環境につきましては、当面は⽶中貿易摩擦や欧州の政治不安などを背景に不透明な市場環
境が続くものの、堅調な⽶国経済が市場を下支えするものと考えています。
当ファンドにおきましては、安定的なパフォーマンスの維持を図るため、当面はマーケット・ニュートラル戦略へ

の配分を高めた現在の運用を継続する方針ですが、市場環境が改善した場面ではロング・ショート戦略の引
き上げなどの検討を⾏ってまいります。今後も引き続き、ご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

当ファンドにおいては、2018年に入り、投資家のリスク回避姿勢が強まったことから、「ロング・ショート戦略」
（株式や債券などの買建てと売建てを積極的に⾏う、ヘッジファンドの代表的な戦略のひとつ。次⾴の「ヘッジ
ファンド戦略の説明」参照）のうち、株式とクレジット（社債や新興国国債など信用リスクを内包する債券など
の商品）の買いポジションの⽐率が高いファンドが⼤きくマイナス寄与し、基準価額は下落しました（下記グラ
フ「当ファンドの戦略別リターン寄与度」参照）。
このような状況を踏まえ、当ファンドのパフォーマンスの安定性を高めるべく、戦略別の配分⽐率※2の⾒直し

を⾏った結果、ロング・ショート戦略の配分⽐率を全般に引き下げた一方で、ロング・ショート戦略と⽐較して一
般にリスク・リターン特性が穏やかである「マーケット・ニュートラル戦略」（市場リスクを管理した運用を⾏う、
ヘッジファンドの代表的な戦略のひとつ）の配分⽐率を引き上げました（下記グラフ「当ファンドの戦略別配分
⽐率」参照） 。

当ファンドの戦略別リターン寄与度

（出所：DFC）

※2 戦略別の配分⽐率は、DFCの助⾔における目標配分⽐率であり、当ファンドにおける実際の組入⽐率とは異なる場合があります。

（出所：DFC）

当ファンドの戦略別配分⽐率※2

（期間：2018年1月4日〜2018年11月30日）
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株式ロング・ショート戦略 株式等を投資対象とし、主に割安と評価する株式等の買い
（ロング）と割高と評価する株式等の売り（ショート）を
組み合わせて、収益の獲得をめざす投資手法。

クレジットロング・ショート
戦略

クレジット等（社債や新興国国債など信用リスクを内包す
る債券などの商品）を投資対象とし、主に割安と評価する
債券等の買いと割高と評価する債券等の売りを組み合わせ
て、収益の獲得をめざす投資手法。

⾦利ロング・ショート戦略 先進国の国債等を投資対象とし、主に割安と評価する債券
等の買いと割高と評価する債券等の売りを組み合わせて、
収益の獲得をめざす投資手法。

複合ロング・ショート戦略 株式や債券等を投資対象とするロング・ショート戦略を複
数組み合わせて、収益の獲得をめざす投資手法。

マーケット・ニュートラル戦
略

株式等を投資対象とし、市場全体の動きに対して中⽴的
（ニュートラル）となるように、主に割安と評価する株式
等の買いと割高と評価する株式等の売りを組み合わせて、
収益の獲得をめざす投資手法。

ヘッジファンド戦略の説明

≪基準価額・純資産の推移≫ ※過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

当初設定日（2007年11月1日）～2018年12月21日

期間別騰落率
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※「分配金再投資基準価額」は、分配金（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。

※基準価額の計算において、実質的な運用管理費用（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費用をご覧ください）。

※「期間別騰落率」の各計算期間は、基準日から過去に遡った期間の応当日までとし、当該ファンドの「分配金再投資基準価額」を用いた騰落率を表しています。

※実際のファンドでは、課税条件によって投資者ごとの騰落率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮していません。
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ファンドの目的・特色
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【ダイワファンドラップ セレクト・シリーズ】
ダイワファンドラップ ヘッジファンドセレクト

お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

 
ファンドの目的 

● 各ファンドの目的は、次のとおりです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ファンドの特色 

1． 「ダイワファンドラップ セレクト・シリーズ」は、投資者と販売会社が締結する投資一任契約に基づいて、資産
を管理する口座の資金を運用するためのファンドです。 

● 「ダイワファンドラップ セレクト・シリーズ」の購入の申込みを行なう投資者は、販売会社と投資一任契約の資産を管理する

口座に関する契約および投資一任契約を締結する必要があります。 

2． 「ダイワファンドラップ セレクト・シリーズ」を構成する各ファンドは、投資対象が異なり、投資信託証券への
投資を通じて実質的な運用を行ないます。 
FW ヘッジ F セレクトは、絶対収益の獲得をめざす複数の投資信託証券（注）に投資します。 
（注）以下、「指定投資信託証券」といいます。 

3． 指定投資信託証券の選定、組入比率の決定は、株式会社 大和ファンド・コンサルティングの助言を受け、これを
行ないます。 

4． FW ヘッジ F セレクトは、絶対収益の獲得をめざす複数の投資信託証券に投資する「ファンド・オブ・ファンズ」
です。 
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【ダイワファンドラップ セレクト・シリーズ】
ダイワファンドラップ ヘッジファンドセレクト

お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

 
◆下記は投資信託証券（指定投資信託証券等）について、2018 年 8 月現在で委託会社が各投資信託証券の運用 

会社から入手した情報をもとに記載したものであり、今後、名称変更となる場合、繰上償還等により投資信託 
証券が除外される場合、新たな投資信託証券が追加となる場合等があります。 

● FW ヘッジ F セレクト 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ※（注）については、2018 年 9 月 8 日に追加となりました。 

  
※くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「ファンドの目的・特色」をご覧ください。 
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投資リスク
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ファンドの費用

【ダイワファンドラップ セレクト・シリーズ】
ダイワファンドラップ ヘッジファンドセレクト

お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

 
● 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証さ

れているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属し
ます。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 

 
「株価の変動（価格変動リスク・信用リスク）」、「公社債の価格変動（価格変動リスク・信用リスク、ハイ・イールド
債券への投資リスク、転換社債への投資リスク）」、「デリバティブ取引の利用に伴うリスク」、「有価証券（指数）先物
取引等の利用に伴うリスク」、「外国為替予約取引の利用に伴うリスク」、「運用手法にかかるリスク・留意点」、「為替変
動リスク」、「カントリー・リスク」、「その他（解約申込みに伴うリスク等）」 
※新興国には先進国とは異なる新興国市場のリスクなどがあります。 
※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 

 

 

（注）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことができ
ません。 

※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。また、上場不動産
投資信託は市場価格により取引されており、費用を表示することができません。 

※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 
 

投資者が直接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

購 入 時 手 数 料 
販売会社が別に定める率 
※徴収している販売会社 

はありません。 
— 

信 託 財 産 留 保 額 ありません。 — 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

年率 0.4752％ 
（税抜 0.44％） 

運用管理費用の総額は、日々の信託財産の純資産総額に
対して左記の率を乗じて得た額とします。 

 
 

投 資 対 象 と す る 
投 資 信 託 証 券 

投資対象ファンドにおける運用管理費用等です。 

年率 0.4428％（税抜 0.41％）～年率上限 2.02％＋成功報酬 

実 質 的 に 負 担 す る 
運用管理費用の概算値 
（2018 年 7 月時点） 

年率 1.371±0.45%程度（税込）（実際の組入状況等により変動します。） 

そ の 他 の 費 用 ・ 
手 数 料 

（注） 
監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・
オプション取引等に要する費用、資産を外国で保管する
場合の費用等を信託財産でご負担いただきます。 


